
てつどうこう

総l此室文書課長である。

総J北室文書課の公報印刷l で印刷され，日 H出， 祝日その他の休

日を|徐き毎日発行し，部内一般および部外の|品|係箇所に西日付さ

れる。また， .gi~外の購読希望者には， 有料で回日付している。発

行部数は， 約 32，000 音11である。

つぎの 12 の側が設けられており ， か っ こ内に掲げる事項が

それぞれ掲J依される。

(1) 詔書 (1剥係の認f_l}，おことば等)

(2) 法令 (1其l係の法律，政令，省令書~;)

(3) 告示(各省庁の発する l共l係の告示)

(4) 公示(国鉄の公示)

(5) 司1 1令(各省庁の発する l剥係の訓|令)

(6) 迷(国鉄の総裁逮)

(7) 訓示(国鉄総放の訓示)

(8) 辞令(叙位叙勲ならびに指定戦民，役十l医療駅員， 特定

船舶職員および必要と認めた者iの砕令)

(9) 1ttllJ (とくに掲放の必裂のあるもの)
(10) 通達(通達および依命通達でと くに拘i伎の必!Hlのあるも

の)

(11) 通報(規程類の施行上の指示その他執務上主È芯を要する

那須)

(12) 雑件(統計類その他以上に掲げるものに該当 しない事項

でとくに渇』伎の必裂のあるもの)

なお，号外，附fJがある。

国鉄には，本社で発行する鉄道公報のほかに， 地方機|其lで発

行する鉄道管J1Jl局報， 事務所報などその措置|共同機|品l紙がある。

(;ill; )N正直)

てつどうこうようぶん 鉄道公用文 国鉄部内で，その業務

を遂行する上において作成する各極の文i~tにH]\，、る文または文

話。一般の公)lJ文と特別に変ったところはない。しかし，国鉄

の業務は，一般大衆ともっとも接触が多いので，各極の公文告

はとくにわかりやすいことを必袈とする。また，多数の職員を

擁する大きな組織に :t-òいて ，fð[維でしかも分秒を争う業務をす

こしのくいちがし、もなく遂行するためには，文fl?を発する者の

x:c，rJ.~が職員のたれにでも，なんらの疑義もなく伝達されなけれ

ばならない。したがっ て ， わかりやすくしかも能率的であると

いうことにとくに重点を泣いているので， この点において多少

他の一般の公HI文とBi1なるということがし、える。また， 原則と

して左械設きを採用してい ることも ， その特色である。

作成の基準は， 一般の公用文と問機につぎに絡げるものに求

めているが，関欽の業務の'9ミ悩にそうよう改古:すべきものには

9í<~'!'.'を加えて， 事務能率の 1均七に役立つようにしている。

(1) 官庁)fj詩を平易にする際準 (IIH手u 21 ・ 6 ・ 17 次百会議申合

せ)

(2) 公m文の改普 (II{!，和 24 ・ 4 ・ 5 内 |品j州中筋 104 号通達)

(3) 当用漢字表(I1p，和 21 ・ 11 ・ 16 内 llil訓令鈎 7 号，内閣告示

第 32 号)

(4) 当 JfI漢字音訓表 (11日和 23 ・ 2 ・ 1 6 内閣市1 1令第 2 号，内閣告

示第 2 号)

(5) 当 J IJ 漢字字体表。!日和 24 ・ 4 ・ 8 内閣司11令第 l 号，内閣告

示tþ; 1 号)

(6) 現代かなづか L 、 (IIP，和 2 1 ・ 11 ・ 1 6 内 |矧訓令第 8 号， 内閣

告示第 33 号)

(7) 送りがなのつけ方 (IIH和 21 ・ 12 ・ 24 内閣以1 11'1 第 4 1 8 号迅

迷による公文則語の手びき)

(8) くぎり符号のH'Jい方(向上)

鉄道公JlJ文によって作成される文誌には， 文{本別に分ける と

っきーのようなものがある。

(1) しである 7 休を用いるもの

公示， 達， 内法，通達， 依命i混迷， 指令， 指示， 公報通報，

注:hl:~11 項 ， Jf，総， 契約， 協定， 表彩， 辞令

(2) し ま-，1 f* をJTj\， 、るもの

上申 ， r.tl訪， 制 I'þ ， 伺， )1主主主 !照会， 回答， 報告， 通知， 掲

示，願， )!iL 供TZ，回î;1，移送， 感謝状， 復命書， 始末fB

(3) 両様に用いるもの

訓示，公告，証明 (宮原正直)

てつどう こ くゅうほう 鉄道国有法 わが国における鉄道図

有のlilUllIを確立し，本法制定当時の 1 7 私設鉄道の炭収について

規定 した法律である (1明治 39 年法律第 17 号)。

1 1IJ1J)Êまでの経総

明治利t事li直後，政府は自らの手で鉄道を建設する方針のもと

に幾多の 1;Q，，~i.を却|してその建設を進めたが， 財政窮乏のために

この方針を拭くことができず， ーブj民間資本をも助長して鉄道

の建設にあたらせることになった。明治 14 年， 日本鉄道会社

が創立され，上野 ・ 青森閑の鉄道敷設が特許(特前期限は同

15 ・ 1 から 99 G自 1.1"こ)された。この会社は， 政府から鍾々の手厚い

保護と援助を与えられ，その代償として， 非常事変に際しての政

府の自由使Jl]' i前 50 年経過後の政府の買上権留保などの義務が

負わされた。この日本鉄道の創業を契滋として，明治18年ごろ

から鉄道会社が相ついで創設され， 同24年には私設鉄道の';J;業

キロは 1 ，876 km に上り官設鉄道の 2 倍以上となった。 しかし，

当時の私設鉄道のうち， 鉄道の;L~t問自をよく兵制11 し得ていたも

のはごくわずかであ ったが， ことに同 23 年の恐慌とそれに続く

不況によって排小私設鉄道の計画はほとんど挫折(ざせつ)の211

命に立ちいたり，除に陽に政府民上け'の主I!却Jを行う状態であっ

た。 24 年， 1"1'上鉄道局長官は L鉄道iBcwl\ニ |其l スノレ議1 を建議し

て ， 鉄道の国家的， 軍事的性絡を強制し， 私設鉄道只収の必要

であること ， L rJl，ニ 目 F鉄道株式fill i絡ノ低落ハ之ヲ災施スノレノ

好l砕機1 である こ とを上申した。政府は，このな見により ， 私

設鉄道ti.収法案および鉄道公民法案を同年の第 2 四市国，\f，!会に

提出したが成立をみるにいたらなかった。翌 25 年， ふたたびこ

の 2 法案がおíOJITI帝国淡会に提出され，他の法案と総合してい

ちじるしい修正をうけた上， 鉄道敷設法として成立した。しか

し， この鉄道敷設i去は，既成私設鉄道のW{収については， 国鉄

の予定総に該当し， J~(収の必要があると認めるものにかさr り，

会社と協議のうえ filli絡を予定し， 帝国議会の協賛を経ては収し

得るものと定めたので， 政府提案の根本題旨は卜分に1'tí放され

な虫、った。

日 ìl'Jll批争後，経術界の好況により松設鉄道が急速に Þ:'I加 した

が (lijJ治 26 fl� 2,223 km , 30 年 3 ，681 k m) , 30 ， 3 1 年の恐慌に献し

く不況のためふたたひ.鉄道の経蛍はいちじる し く困難となり，

とくに中小私鉄は相ついで工事を中止し，解散し， また多くの

小会社が大会社に合日1 される状態とな った。そこで‘ふたたび，

Z臣官民の聞に鉄道関有是非の議論がやかま しくなり ， 明治 32

年の第 13 回帝国議会で L鉄道国有ニ l主i スノレ建設1 がなされ，政

府はこの~級の勉旨にもとづき鉄道国有調査会を設置した。翌

33 年， 国有鉄道利賀会は約 l 年にわたる若手設の結架鉄道国有法

および私設鉄道法の 2 法案を答申し， 政府はこれを 33 年の第

14 回帝国議会に銀出したが，両法築とも議決に至らずに終った。

そして，同年の北f，'j I]i変のぼっ発， 不況による政府財政の窮乏

などのため鉄道図有の問題はほとんど消滅 した感があったが，

明治 38 年，主Ë内 llilの大浦逓信大臣は山之内鉄道局長を主任とす

一一 I 1 96一一




